	工作機械製造業


受注額は、平成27年以降は減少傾向にあったが、29年に増加基調で推移しており、29年１～３月期は前年同期比12.3％増加、４～６月期には30.0％増加、７～９月期は前年同期比36.3％増加した。
今後、外需は、依然中国向けが底堅く、北米、欧州地域でも引合いは堅調である。内需は、設備更新への需要は増加傾向にあるが、ものづくり補助金制度などの終了により、今後の需要を期待できる見通しはついていない。
業界の概要
金属を加工する方法には、工作物の不要な部分を取り除いて形を作る「除去加工」（切削、研削など）、工作物に圧力などを加えて形状を出す「変形加工」（鍛造、プレスなど）、金属を積層させ表面仕上げや形状そのものを作る「付加加工」（メッキ、積層造形）に大別される。工作機械は、金属を刃物や砥石により除去加工によって、設計した寸法、精度に加工する機械である。自動車をはじめとする各種機械部品を加工することから、「マザーマシン」と呼ばれる。
工作機械は、工作テーブルの大きさにより、直径が約５ｍを超える大きさの機械を大型機、３～５ｍ程度のものを中型機、３ｍ未満のものを小型機と分類している（ニュースダイジェスト社による）。

景気動向は、自動車、一般機械、航空機産業に関わるユーザーの設備投資動向に大きく左右される。そのため、需要の変動幅は大きい。近年では中国の大手スマートフォンの電子機器製造受託企業（ＥＭＳ）がケースの切削加工用に工作機械を大量購入した。そのため需要が急増したが、設備投資が一巡したため需要が減少した。日本では内需よりも外需が上回り、特に、中国、ベトナム等アジア向けの割合が高まっている（ニュースダイジェスト社（2016）『生産財年鑑2016-2017』）。
工作機械の機種は多岐に渡り、同一機種でもユーザーにより仕様が異なる。また、生産効率を高めるために、特定の加工工程を対象にした専用機が必要とされる。こうした特性から、工作機械メーカーは汎用機を製造する大企業だけでなく、中小企業も多い。また、専業メーカー以外に、各種産業機械の製造や機械部品の加工も行う兼業メーカーが数多く存在する。
大阪の地位と特徴
大阪の工作機械製造業は、26年において事業所数58、従業者数2,675人、製造品出荷額等752億円である。全国シェアは、それぞれ9.4％、5.5％、3.9％であり、事業所数では愛知、静岡に次ぐ全国３位、従業者数では愛知、岐阜、静岡、三重に次ぐ５位、製造品出荷額等では愛知、茨城、岐阜等に次ぐ９位となっている（従業者４人以上、経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計表）』)。中堅メーカーの業績悪化や府外への生産機能移転が、大阪の出荷額減少の要因となっている。
受注は持ち直しの兆し
日本工作機械工業会の調べでは、受注はリーマンショック後に持ち直し、26年に１兆５千億円を超えたが、27年以降はやや減少に転じている。この要因は、先述したように、電子機器受託製造業での設備投資が一巡したためとみられる。
しかし、29年に入って４～６月期は一年ぶりに4,000億円を超え堅調に推移している。また、外需が内需を上回る傾向は近年継続している。
７月と８月の受注総額は１兆３千億円と横ばいだが９月には約１兆５千億円と増加した。内需は７月が552億円で、８月518億円、９月610億円に増加し、外需も７月が784億円、８月818億円、９月881億円に増加した。内需・外需ともに増加し、前年比を上回った（表１）。
業種別受注額は、17年１～９月累計で、一般機械、自動車、電気機械、精密機械、金属製品の順に大きく、いずれも前年比を上回る。
外需の国・地域別受注額では、17年１～９月累計で中国、アメリカ、ドイツ、韓国、インドの順に大きく、前年比では中国が202.9％と増加が著しい。
府内企業に対する聞き取り調査によると、大型工作機械の受注はやや低調で、中、小型機は好調とのことである。アメリカ市場で好調だったシェールガス配管部品等の工作用大型旋盤などは、原油価格の動きや景気に大きく影響を受け、乱高下がみられる。

収益は堅調
先述したように、工作機械は大型機のほうが収益は大きく、大型機を扱う企業では収益は堅調である。ヒアリング企業では今期に入って収益は好調であり、輸出については、円安推移が続く限り、大きな懸念はみられないとの見解であった。
資金繰りは特に問題なし
大型工作機では、受注が決まって完成引き渡しまで１年近い期間を要し、企業は運転資金等（つなぎ資金）が必要になる。上述のように、全般的に収益状況は堅調であるものの、大型工作機の受注には波があるので、内部留保を厚くしておくケースがみられる。なお、現状は受注が好調であるため、銀行から低利で融資を受けられるなど、総体的に資金繰りに大きな問題はみられない。
設備投資、雇用増には慎重
設備投資には積極的な景気局面にあり、国のものづくり補助金制度等を活用し、新規設備の導入を行うなど、新たな分野の開拓、技術開発を進める動きがみられたが、補助金制度が28年度で終了したことを受けて、今後その動きに変化がみられるかどうか、現在のところ未定である。
雇用については、採用難が最大の課題である。製造現場の業務では、女性の採用も進められているが、設計・開発など大学卒の採用に関しては、採用できないケースが多いようである。
今後の見通し
国内受注では、中小企業等経営強化法が28年７月から施行され、企業が31年３月31日までの間に生産性を高めるための設備を取得した場合、その翌年度から３年度分の固定資産税に限り、当該機械装置にかかる固定資産税が２分の１に軽減されている。本施策の利用が進めば、更新需要に期待を持てる。
しかし、これまで数年に渡り施行されてきたものづくり関連の補助制度が28年度で打ち切られた。28年度補正分の装置等の納品が本年12月までとなっており、その影響でメーカーの現場では多忙であるが、内需の先食いとみられることから、今後の様相は見通せないとの意見があった。
外需についても、足元では、中国、米国、ベトナム向けの受注は堅調であり、今後の受注増加が期待されている。
大型工作機械メーカーでは、受注の波による資金繰りの問題により、経営難に至るケースが散見される。府内のある有力企業は民事再生に陥り、国内他業界メーカーが再生支援に乗り出す事案が起こるなど、数年ごとに工作機械メーカーの業界再編や他国企業からの買収などによる業界地図の変化が起きている。
また、世界の自動車産業は内燃機関を有するレシプロエンジンから電気モーター機構へと大きなイノベーションに対応せざるを得なくなっている。このことで、エンジンブロックやカムシャフト、シリンダーなど金属部品の需要点数は減少すると予測されている。これら部品加工を担う大型・中型工作機械の需要については世界的に先行き不透明といわざるをえない。
（松下　隆）
※前回の調査時期は、平成25年４～６月期
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業種

17年累計

前年比

一般機械

1,842

116.4

自動車

1,471

116.4

電気機械

255

137.2

精密機械

190

130.3

金属製品

196

109.6

外需国・地域別上位受注額
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国別

17年累計

前年比

中国

2,475

202.9

アメリカ

1,710

112.9

ドイツ

366

104.8

韓国

301

111.3

インド

276

159.9

資料：（社）日本工作機械工業会『工

作機械主要統計』
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内需
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前年比

一般機

械器具

自動車

前年比

アジア

欧州

北米

平成24年

12,124

91.4

3,758

89.1

1,601

1,165

8,366

92.5

4,736

1,157

2,340

　　25年

11,170

92.1

4,008

106.6

1,629

1,236

7,162

85.6

3,007

1,450

2,565

　　26年

15,094

135.1

4,964

123.8

1,999

1,677

10,130

141.4

5,184

1,896

2,861

　　27年

14,806

98.1

5,862

118.1

2,218

2,039

8,944

88.3

4,435

1,810

2,562

　　28年

12,500

84.4

5,305

90.5

2,071

1,749

7,195

80.4

2,869

1,794

2,372

　　28年

1〜3月

3,184

79.6

1,297

94.9

478

438

1,886

71.6

758

467

634

4〜6月

3,127

76.4

1,286

79.6

529

396

1,841

74.3

750

459

609

7〜9月

3,053

88.1

1,399

90.0

573

429

1,654

86.5

675

398

556

10〜12月

3,137

96.6

1,323

99.8

489

484

1,814

94.4

686

469

573

   29年�

1〜3月

3,577

112.3

1,307

100.8

511

425

2,269

120.3

1,166

455

600

4〜6月

4,066

130.0

1,562

121.5

639

490

2,503

136.0

1,325

506

638

7〜9月

4,163

136.3

1,680

120.1

692

556

2,483

150.1

1,169

558

710

資料：（社）日本工作機械工業会『工作機械主要統計』


表２　受注額上位内訳
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（注）17年は１～９月の累計





表１　工作機械の受注額の推移（全国）
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